
2021年の日本経済は、長引く感染症の影響下にあるものの、ワクチン接種の進展等も相
まって、９月末の緊急事態宣言等の解除以降は徐々に経済社会活動が活発化し、持ち直しの動
きがみられた。

本章では、感染状況により一進一退の動きとなった一般経済について、2021年の動向を概
観していく。

	 第１節	 一般経済の動向
●2021年の実質ＧＤＰは、感染拡大による厳しい状況の中で、全体として成長は一進一退の
動きとなったものの、おおむね感染拡大前の水準まで回復した
一般経済の動向を概観するに当たり、2020年の感染拡大以降、世界と我が国の経済社会活

動の足かせとなっている感染症の状況と対策の主な動きを振り返る1。
新型コロナウイルス感染症は、2020年１月に国内で最初の症例が確認されて以降、感染拡

大と収束が繰り返され、その対策は、疫学的調査の進捗やその時々の感染状況、医療提供体
制、ワクチン接種の進展等に応じて変遷してきた。感染拡大初期は、未知のウイルスへの対応
であったこともあり、人流を抑制し新規感染者の増大を防ぐため、全国的に様々な分野に対す
る経済社会活動の抑制措置が講じられてきたが、その後、感染症との闘いが長期化する中で、
感染症を踏まえた人々の働き方や消費行動、企業の事業活動等が変化していき、感染症対策と
経済社会活動の両立が図られるようになっていった。

ここから、感染拡大初期からの感染状況とそれに伴う緊急事態宣言等の発出による経済社会
活動の抑制の状況を確認する。

2020年４月、新規感染者数の増加を受け、最初の緊急事態宣言が発出された。発出当初、対
象地域は首都圏を含む７都府県のみであったが、その後、対象地域が全国に拡大され、外出自
粛要請や小中学校、高校等の臨時休校の延長等の経済社会活動の抑制措置が全国的に様々な分
野において講じられることとなった。この間、感染拡大防止対策に加え、雇用調整助成金等の大
幅な拡充等による雇用維持対策や、全国民を対象とする特別定額給付金の給付等の経済対策が
併せて行われるなど、雇用や生活の下支えのための取組が講じられてきた。最初の緊急事態宣
言は５月下旬に全面的に解除され、解除後は一時的な感染状況の落ち着きにより経済社会活動
が徐々に再開したが、その後も感染者数の増減やそれに伴う医療提供体制のひっ迫状況等から
緊急事態宣言の措置や解除が繰り返され、その都度経済社会活動の抑制・再開が繰り返された。

2021年は、2020年秋以降の新規感染者数の増加や地域レベルでの医療提供体制のひっ迫

1　付１－（１）－１表では、新型コロナウイルス感染症をめぐる主な動きと、それに伴う緊急事態宣言及
びまん延防止等重点措置の適用地域・期間について一覧表としてまとめている。また、新規感染者数の
推移については付１－（１）－２図を参照。
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を受け、一部地域を対象に１月に緊急事態宣言が発出された。2021年の緊急事態宣言は、対
象地域が限定的であったことに加え、飲食店に対する営業時間短縮要請等、特定の産業分野に
対する集中的な経済社会活動の抑制措置が中心であったことが特徴的であった。また、2021
年は、緊急事態宣言に加え、まん延防止等重点措置など、感染状況等に応じた段階的な措置が
行われたため、経済社会活動の抑制措置が長期間にわたって行われた。１月に発出された緊急
事態宣言は３月末には解除されたものの、新規感染者数の再度の増加等から、４月には４都府
県を対象に再び緊急事態宣言が発出され、その後も各地域の感染状況や変異株の出現等から、
対象地域の拡大や期間の延長、まん延防止等重点措置への移行などが行われ、９月末に全面解
除となるまで断続的な経済社会活動の抑制措置が続いた。

この間の政府のワクチン接種事業の進展から、９月にはワクチンの２回目接種率が全国民の
50％を超え、10月以降は経済社会活動が徐々に活発化した。しかし、年末にかけて新たな変
異株が出現し、外国人の入国制限が実施されるなど、その後も感染症の動向により我が国の経
済社会活動が影響を受ける状況が続いた。

ここまでみてきたように、2021年においては、2020年の緊急事態宣言下のように、経済社
会活動の抑制措置が全国的に様々な分野において講じられたわけではなく、感染状況により、
地域の限定や特定の産業分野に対する断続的な経済社会活動の抑制措置が行われた。また、一
部の地域では緊急事態宣言等の発出が長期間にわたるなど、地域によっても状況が異なった。

ここから、これまで確認した感染症の状況を踏まえつつ、一般経済の動向を概観する。
第１－（１）－１図により名目・実質ＧＤＰの推移について、第１－（１）－２図により実質ＧＤＰ

成長率について需要項目別の寄与度をみると、名目ＧＤＰ、実質ＧＤＰともに、最初の緊急事
態宣言が発出され、全国的に経済社会活動が抑制された2020年第Ⅱ四半期（４－６月期）に
急激に落ち込んだ後、経済社会活動が徐々に再開する中で、2020年第Ⅳ四半期（10－12月期）
まではプラス成長が続いた。

2021年は、首都圏を含む一部地域が緊急事態宣言下となった影響もあり、第Ⅰ四半期（１
－３月期）は、名目・実質ともにマイナス成長となった。需要項目別にみると、「民間最終消費
支出」がマイナスに寄与しており、緊急事態宣言下での消費の落ち込みがうかがわれた。

2021年第Ⅱ四半期（４－６月期）は、緊急事態宣言等の対象地域においては経済社会活動
の抑制措置が講じられていたものの、長引く自粛の中で旺盛な消費意欲がみられ、個人消費が
プラスとなったこと等を受け、名目・実質ともに小幅なプラス成長となった。需要項目別にみ
ても「民間最終消費支出」「民間総資本形成」がプラスに寄与していることが分かる。

一方、第Ⅲ四半期（７－９月期）は、緊急事態宣言下であったことに加え、半導体不足等の
供給面での制約が影響し、名目・実質ともマイナス成長となった。需要項目別にみても「民間
最終消費支出」「民間総資本形成」がいずれもマイナスに寄与しており、長期間にわたった緊
急事態宣言下における個人消費や設備投資の落ち込みが表れている。

第Ⅳ四半期（10－12月期）は、緊急事態宣言の全面解除に加え、ワクチン接種の進展等に
伴い経済社会活動が徐々に活発化し、実質GDPは大きくプラス成長となった。需要項目別に
みると「民間最終消費支出」がプラスとなったことに加え、「純輸出」のプラス寄与もみられた。

四半期ごとのＧＤＰの動きをみてきたとおり、2021年は感染状況により繰り返された経済
社会活動の抑制等の影響を受け、名目・実質ともに一進一退の動きが続いた。その結果、年平
均でみるとプラス成長と持ち直しの動きがみられ、実質ＧＤＰはおおむね感染拡大前の2019
年第Ⅳ四半期（10－12月期）の水準まで回復した。なお、今後の感染状況の動向に加え、半
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導体不足等の供給面での制約や原材料価格の高騰など、下振れリスクも存在することから、今
後も注視していく必要がある。

第１－（１）－１図 名目・実質ＧＤＰの推移
○　2021年のＧＤＰは、緊急事態宣言の発出等に伴う経済社会活動の抑制や半導体不足等の供給面の
制約により、名目・実質ともに第Ⅰ四半期（１－３月期）はマイナス成長、第Ⅱ四半期（４－６月期）
は小幅なプラス成長、第Ⅲ四半期（７－９月期）には再びマイナス成長と、一進一退の動きとなった。
全ての都道府県での緊急事態宣言が解除された後の第Ⅳ四半期（10－12月期）は、ワクチン接種の
進展等に伴い経済社会活動が徐々に活発化し、実質ＧＤＰは大きくプラス成長となり、おおむね感
染拡大前の2019年第Ⅳ四半期（10－12月期）の水準まで回復した。

名目ＧＤＰ

実質ＧＤＰ

Ⅰ ⅡⅢⅣⅠ ⅡⅢⅣⅠ ⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣ

（年、期）

（兆円）

資料出所　内閣府「国民経済計算」（2022年第Ⅰ四半期（１－３月期）１次速報）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統
括室にて作成

（注）　１）名目ＧＤＰ、実質ＧＤＰはともに季節調整値。
２）グラフのシャドー部分は景気後退期を表す。なお、2019年第Ⅰ四半期～2020年第Ⅱ四半期は暫定である。

第１－（１）－２図 実質ＧＤＰ成長率の寄与度分解
○　2021年の実質ＧＤＰ成長率について需要項目別の寄与度をみると、緊急事態宣言等の影響から第
Ⅰ四半期（１－３月期）、第Ⅲ四半期（７－９月期）四半期では「民間最終消費支出」がマイナス寄与
となったが、宣言解除後の第Ⅳ四半期（10－12月期）はプラスに寄与した。その結果、年平均でみ
るとプラス成長となった。

民間最終消費支出

民間総資本形成

公的需要

純輸出

（１）実質ＧＤＰ成長率（年次）

純輸出 公的需要 民間総資本形成 民間最終消費支出 実質ＧＤＰ成長率

（前年比、％）

実質ＧＤＰ成長率（折線）

（年）

民間最終消費支出

民間総資本形成

公的需要

純輸出

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（２）実質ＧＤＰ成長率（四半期）
（前期比、％）

（年、期）

実質ＧＤＰ成長率（折線）

資料出所　内閣府「国民経済計算」（2022年第Ⅰ四半期（１－３月期）１次速報）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統
括室にて作成

（注）　１）純輸出＝輸出－輸入
２）民間総資本形成＝民間住宅＋民間企業設備＋民間在庫変動
３）需要項目別の分解については、各項目の寄与度の合計と国内総生産（支出側）の伸び率は必ずしも一致しない。
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